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 自然エネルギー市民の会は、7月15日に記念

講演会と第13回通常総会を開催しました。記

念講演会は和田武代表が「再エネ普及・新段

階でのドイツの対応と日本の課題」をテーマ

に講演し、豊田陽介運営委員が「市民・地域

共同発電所に関する全国調査結果」の報告を

行いました。 

 和田代表の講演では、世界は急速に再エネ

発電コストが低下している、世界的な再エネ

普及時代が到来している、ドイツの再エネ普

及は導入期から新段階(成長期から成熟期)を

迎えている。日本は世界の動きから取り残さ

れている、ベースロード電源として原発や石

炭火力を優先するエネルギー基本計画を改め、再エネ電

力を優先利用する需給調整方法をとるべきだ。 

まとめとして、エネルギー生産者・供給者・消費者、

主権者として市民・地域主体・生協等の自主的・主体的

な取り組みを強め、脱原発、温暖化防止推進の持続可能

な社会を実現しよう、と話された。 

  豊田運営委員の報告では、市民・地域共同発電所に取 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

り組む団体の数はおよそ200団体、発電所数は1,028基に

なった、などが報告されました。(詳細は2-3ページ) 

続いて開催された第13回通常総会では、第１号議案か

ら第３号議案の提案のあと、質疑・意見交換を行い、全

議案が全員一致で採択されました。 

新たに運営委員に宮崎学さん(CASA事務局長)が就任

しました。 

 

 

再エネ普及・新段階でのドイツの対応と日本の課題 

自然エネルギー市民の会記念講演会と総会を開催 


